
 

章名  １ 計画の基本的事項  

節名   

 

１ 計画策定の趣旨  

 

人口減少・高齢化が着実に進みつつあり、医療ニーズの質・量が徐々に変化するとともに、今後

は、特に生産年齢人口の減少に対応するマンパワー確保や医師の働き方改革に伴う対応が必要に

なるなど、本県の保健医療を取り巻く環境は著しく変化しています。 

 

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、地域医療の様々な課題が浮き彫りとなり、地

域における入院・外来・在宅にわたる医療機能の分化、連携等の重要性、地域医療全体を視野に

入れた適切な役割分担の下で必要な医療を面として提供することの重要性などが改めて認識されま

した。 

 

国においては、すべての国民が、それぞれの地域において、質の高い医療・介護サービスを必要に

応じて受けることのできる体制を確保していく観点から、医療の機能分化と連携の更なる推進、医療・

介護人材の確保・育成、働き方改革に力を注ぐとともに、医療・介護ニーズの変化やデジタル技術の

著しい進展に対応した医療・介護サービス提供体制の改革を進めていくことが必要との基本的方向

が示されており、本県においても、これに沿って取組を進める必要があります。 

 

 こうした中、県民一人ひとりが健やかで生きがいのある幸せな生活を送るためには、保健・医療・福

祉が連携を取りながら、質の高いサービスを地域において切れ目なく提供するための体制を確立する

ことが求められています。 

 

 また、患者それぞれの状態にふさわしい良質かつ適切な医療を効果的・効率的に提供するために

は、医療機能の分化・連携を進めるとともに、退院患者の生活を支える在宅医療及び介護サービス

提供体制を充実させていくことが求められています。 

 

 これらの課題に適切に対応するため、国の定めた「医療提供体制の確保に関する基本方針」及び

「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」（以下「医療介護総合確保

方針」という。）を踏まえて、本計画と同時に策定を進めた「岡山県高齢者保健福祉計画・介護保険

事業支援計画」及び「市町村介護保険事業計画」との整合※を図りつつ、第９次の「岡山県保健医

療計画」を策定しました。 

 

※ 介護保険事業（支援）計画との整合 

医療介護総合確保方針に基づき、県や市町村の医療・介護担当者に県医師会等の有識者を交

えた「医療及び介護の体制整備に係る協議の場」を設置し、在宅医療の整備目標や介護サービスの

種類ごとの量の見込みに関する調整・協議を行いました。 



２ 計画の基本理念  

 

本県では、県政の最上位計画である「第３次晴れの国おかやま生き活きプラン」において、県民誰

もが良質な保健･医療･福祉サービスを受けられ、地域全体で、すべての人の自立と支え合い、安全・

安心をつくり出す地域共生社会の実現を目指すこととしています。 

 

これを踏まえた本計画の基本理念は、「すべての県民が生き活きと安心して住み続けられる、良質

な保健医療サービスが受けられる体制の確保」とし、限られた医療資源を効果的・効率的に活用し

ながら、住民・患者の視点に立った医療情報の提供や、疾病の予防から治療、リハビリテーション、介

護まで、地域におけるより良質で効率的な保健医療体制の確立を目指します。 

 

 

３ 計画の性格  

 

 本計画は、次のような性格を有するものです。 

 

 （１） 医療法（昭和２３（１９４８）年法律第２０５号）第３０条の４第１項に基づき、都道府県が策定す

る医療計画です。また、成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医

療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（平成３０（２０１８）年法律

第１０４号）に基づく、本県の計画としての性格を併せ持ちます。 

 （２） 県民の高い健康水準の確保を目指し、少子化や高齢化に対応した長期的、包括的な保健

医療体制の整備を推進するための基本指針となる計画であり、県の保健医療行政の基本とな

る計画です。 

 （３） 市町村においては、保健医療行政の計画的な推進のための指針となることを期待するもの 

です。 

 （４） 県民、関係機関、関係団体等においては、この計画に沿った自主的、積極的な活動が展開

されることを期待するものです。 

 

 

４ 計画の期間  

 

 令和６（２０２４）年度から令和１１（２０２９）年度までの６年間とします。 

 ただし、計画期間内であっても、保健医療の動向、社会・経済情勢の変化や制度改正等に対応

するため、必要に応じて検討を行い、計画を見直すこととします。 

 また、計画期間の中間年にあたる３年目に在宅医療等について、調査、分析及び評価を行い、必

要があると認めるときは、計画を変更することとします。 

 なお、「第５章 地域医療構想」については、令和７（２０２５）年を目標年次としていることから、第９

次計画策定時には見直しを行わず、引き続き、現構想の下で着実に取組を進めることとしています。 


